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対象事業一覧

敷地
（㎡）
用途
地域
面積
（㎡）
構造 総事業費

飯田第２地方合同庁舎 3,517
二種
住居
4,874 RC-4-1 H12.1 ～ H12.9 H12.10 ～ H14.3 約20億円

警察大学校 68,100
二種
住居
90,064
SRC-7-1
他
H7.11 ～ H9.2 H9.3 ～ H13.6 約454億円

警視庁警察学校 91,900
二種
住居
89,335
SRC-5-1
他
H7.11 ～ H9.2 H9.3 ～ H13.6 約429億円

関税中央分析所 12,736
二種
住居
4,822 RC-3 H10.9 ～ H12.1 H12.2 ～ H13.6 約22億円

国立公衆衛生院 30,000 無指定 21,080
SRC-8-1
他
H9.6 ～ H11.2 H11.3 ～ H13.11 約106億円

横浜地方・簡易裁判所 6,394
商業
地域
29,078 S-13-2 H7.6 ～ H11.1 H11.2 ～ H13.12 約142億円

設計 工期
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事業の実施にあたって配慮した事項

◆利用者の利便性向上

◆執務環境の向上

◆耐震性能等の向上

◆付加価値の付与
- まちづくりへの貢献

- 環境への配慮

- （保存・活用）

（共通）
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